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２０１９年度第２四半期の業績は「増収増益」となりました。

売上高は、＋９．４％、＋７８１億円の９，１０４億円となりました。これは、「ガスセグメント」に
おける原料費調整制度に伴う都市ガス単価増やＬＮＧ販売数量増に伴う＋４８１億円増、
「電力セグメント」における小売販売量増に伴う＋４０７億円等が、主な要因です。

営業費用は、「ガスセグメント」におけるフレーム影響等に伴う都市ガス単価増やＬＮＧ販売
数量増等、「電力セグメント」における小売販売量増や固定費増等により、＋６．５％、
＋５２５億円の８，６４３億円となりました。

この結果、営業利益は＋１２４．４％、＋２５６億円の４６１億円、経常利益は＋１４５．４％、
＋２８７億円の４８３億円とそれぞれ増益となりました。

さらに、前年度、固定資産売却益を計上した特別損益においては、減損損失▲７６億円を
計上いたしました。これらにより、親会社株主に帰属する当期純利益は、＋５．３％、＋１４
億円の２８３億円となりました。

なお、減損損失▲７６億円は、海外事業に関わるものですが、本海外投資案件に関する減
損損失ついては、営業外費用にも投資有価証券評価損として▲１８億円を計上しており、
収支に与える影響額は総額で▲９４億円となっております。
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２０１９年度第２四半期のガス販売量は、▲１．７％減の６７億７００万m3となりました。

ガス販売量の減少は、低気温による増加があったものの、家庭用と業務用におけるお客さ
ま件数減に伴う合計▲１億５００万m3（家庭用▲７，７００万m3、業務用▲２，８００万m3）、
一般工業用のお客さまの稼働減等による▲１億１，７００百万m3、卸先の大口のお客さまの
稼働減等による▲８，２００万m3が主な要因となっています。
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２０１９年度第２四半期の電力販売量は、全体で＋２７．６％の９１億９００万kWhとなりました。

小売については、契約件数の増加により＋３３．２％の３８億６００万kWhとなりました。また、
小売件数は、夏のキャンペーンの効果もあり、９月末現在で２０８万１千件となり、着実に増加
しております。加えて、卸他についても＋２３．９％の５３億３００万kWhとなっております。



５ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセグメント利
益とその増減を記載しております。
セグメント利益については、「ガスセグメント」における＋２５２億円が、全体の利益を押し上
げております。
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ガスセグメントの＋２５２億円の増益は、スライドタイムラグにおける＋２２０億円の改善、託
送供給収益における＋６３億円が主な要因です。

電力セグメントは、＋５億円の増益となっております。これは、小売り件数・販売量の増加に
よる粗利増が、営業強化キャンペーン実施等に伴う小売販売経費やシステム関係費等の
増加を若干上回ったものです。

海外セグメントは、＋１８億円の増益となりました。これは、海外上流プロジェクトにおける大
規模修繕に伴う生産減等があったものの、中下流プロジェクトの利益増が貢献したことによ
るものです。

なお、営業外損益においては、２ページでご説明した海外事業に関する減損損失（総額
▲９４億円）の一部を、投資有価証券評価損として▲１８億円（▲１９億円の内数）計上して
おります。

第２四半期実績のご説明については、以上となります。
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２０１９年度通期につきましては、対前回見通しで「減収減益」としております。見通しの前
提となる１０月以降の経済フレームは前回から変更なく、為替レートは１ドル１１０円、原油
価格は７０ドルに設定しております。

売上高は▲４８０億円の１兆９，９５０億円を見通しております。これは、「ガスセグメント」に
おけるフレーム影響等に伴う都市ガス単価減や、都市ガス数量減により▲５０１億円となっ
たことが主な要因です。

営業費用は▲３９０億円の１兆８，８２０億円となりました。こちらも売上高と同様に「ガスセグ
メント」におけるフレーム影響等に伴う都市ガス単価増減や都市ガス数量減が主な要因で
す。

上述の「ガスセグメント」におけるフレーム影響について、今期においては原材料費の減少
に比べ、売価にスライドするJLCの低下の方が大きかったため、利益に対してマイナスとな
り、営業利益が▲７.４％、▲９０億円の１，１３０億円、経常利益は▲５.０％、▲６０億円の
１，１４０億円と、それぞれ減少したものです。

特別損失に第２四半期の減損損失▲７６億円を計上した結果、親会社株主に帰属する当
期純利益は、▲１０.５％、▲９０億円の７７０億円となりました。
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ガス販売量は、前回見通しとの対比で▲１．７％、▲２億４，８００万m3と見込んでおります。
これは大口のお客さまの稼働減に伴う、家庭用以外の▲２億１００万m3が主な要因です。
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電力販売量は、前回見通しとの対比で＋０．６％、１億１，６００万kWhの増加を見通してお
ります。

第２四半期までの小売り件数の増加が主な要因であり、今年度末までに「電力小売りお客
さま件数２４０万件」を達成することを見込んでおります。



こちら１１ページに、セグメント別の売上高、およびセグメント利益の見通しとその増減を記
載しております。セグメント利益については、「ガスセグメント」における▲１３１億円が、全体
の利益を押し下げております。
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ガスセグメントにおける▲１３１億円の主な要因は、フレーム影響等に伴うスライドタイムラグ
の▲１０２億円の悪化になります。

電力セグメントにおいては、小売り件数・販売量増に伴う粗利増を、キャンペーン等の販売
経費約20億円の追加投入、およびJEPX価格の低下による卸販売益の減少が上回り、
▲９億円と見通しております。

海外セグメントについては、上流プロジェクトの生産計画変更等に伴う利益減等があるもの
の、上期に引き続き下期においても中下流事業の利益増が貢献すること等により、＋１２億
円と見通しております。

エネルギー関連セグメントについては、＋３４億円となっております。業務用空調機器の販
売台数の増加や器具販売における経費減、エネルギーサービス事業における費用減等を
見通しております。

その他セグメントは＋１６億円となりますが、グループで保有・管理するＬＮＧ船の貸船料収
入の増加等によるものです。



１３ページでは、セグメント別に１９年度の売上高、セグメント利益の見通しを、前年度との
比較で記載しています。セグメント別の主な利益増減については、次のページでご説明い
たします。
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１４ページは経常利益を対前年度との比較で分析しております。



１５ページでは１９年度のキャッシュフローの使途についてお示ししております。
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１６ページには、連結ベースの主要計数を掲載しております。
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巻末には、参考資料として経済フレーム感度表に加え、本年度の本日までの主なプレスリ
リース、主な海外投資案件、電力・都市ガスのスイッチング件数の推移等を掲載しておりま
すので、ご参照ください。
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